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3. 国際貢献の推進

→ → → → 日本のセメント製造用エネルギーの使用状況、省エネ技術日本のセメント製造用エネルギーの使用状況、省エネ技術日本のセメント製造用エネルギーの使用状況、省エネ技術日本のセメント製造用エネルギーの使用状況、省エネ技術((((設備設備設備設備))))のののの
導入状況、エネルギー代替廃棄物の使用状況などの情報発信導入状況、エネルギー代替廃棄物の使用状況などの情報発信導入状況、エネルギー代替廃棄物の使用状況などの情報発信導入状況、エネルギー代替廃棄物の使用状況などの情報発信

1. 国内の事業活動における2020年度の削減目標

→ → → → セメントセメントセメントセメント製造用製造用製造用製造用エネルギー原単位の低減エネルギー原単位の低減エネルギー原単位の低減エネルギー原単位の低減

2. 主体間の連携の強化

→ → → → ｢｢｢｢コンクリート舗装における重量車の燃費の向上コンクリート舗装における重量車の燃費の向上コンクリート舗装における重量車の燃費の向上コンクリート舗装における重量車の燃費の向上｣｣｣｣によるによるによるによるCOCOCOCO
2222
削減削減削減削減

→ → → → 循環型社会構築への貢献循環型社会構築への貢献循環型社会構築への貢献循環型社会構築への貢献

自主行動計画に引き続く低炭素社会実行計画を策定。

活動期間：2013年度～2020年度

低炭素社会実行計画
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目標指標： セメント製造用エネルギー原単位の削減

目標水準： 2010年度実績より39MJ/t削減

目標設定の根拠：

会員会社に対する削減ポテンシャル調査の積み上げ

上記エネルギー原単位は、「評価年度の実測セメント製造用エネルギー原単位」を上記エネルギー原単位は、「評価年度の実測セメント製造用エネルギー原単位」を上記エネルギー原単位は、「評価年度の実測セメント製造用エネルギー原単位」を上記エネルギー原単位は、「評価年度の実測セメント製造用エネルギー原単位」を基基基基準準準準年度年度年度年度からの「セメントからの「セメントからの「セメントからの「セメント
生産量」と「クリンカ生産量」と「クリンカ生産量」と「クリンカ生産量」と「クリンカ/セメント比」の変動に対して補正したものセメント比」の変動に対して補正したものセメント比」の変動に対して補正したものセメント比」の変動に対して補正したもの

1.国内事業活動における2020年度の削減目標
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セメント製造用エネルギー原単位低減のための対策

対策名対策名対策名対策名 対策の内容対策の内容対策の内容対策の内容 2010⇒⇒⇒⇒2013年度の実績年度の実績年度の実績年度の実績

省エネ設備
の普及拡大

高効率な設備や排熱に含まれる

熱エネルギーを回収できる設備を
導入し、省エネルギーを図る。

普及率の増加の事例

・排熱発電：59⇒64％

・高効率クリンカクーラ：50⇒61％

エネルギー

代替廃棄物
の使用拡大

セメント焼成用や自家発用に用い

る化石系熱エネルギーの代わりに

廃棄物を使用し。化石系熱エネル
ギー使用量を低減する。

・クリンカ焼成用熱エネルギーに
おける使用率：16.3⇒15.9％
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項目項目項目項目 技術の内容技術の内容技術の内容技術の内容
エネルギー削減エネルギー削減エネルギー削減エネルギー削減

原単位原単位原単位原単位((((１基当たり１基当たり１基当たり１基当たり))))

排熱発電排熱発電排熱発電排熱発電
予熱装置からの排ガスに含まれる熱エネル予熱装置からの排ガスに含まれる熱エネル予熱装置からの排ガスに含まれる熱エネル予熱装置からの排ガスに含まれる熱エネル
ギーを回収して発電する。ギーを回収して発電する。ギーを回収して発電する。ギーを回収して発電する。

約約約約35353535～～～～40kWh/t40kWh/t40kWh/t40kWh/t----clicliclicliのののの

電力を回収電力を回収電力を回収電力を回収

高効率クーラ高効率クーラ高効率クーラ高効率クーラ
((((ｴｱｰビーム式ｴｱｰビーム式ｴｱｰビーム式ｴｱｰビーム式))))

高効率のクーラーを導入し、効率よくクリ高効率のクーラーを導入し、効率よくクリ高効率のクーラーを導入し、効率よくクリ高効率のクーラーを導入し、効率よくクリ
ンカを急冷するとともに、熱エネルギーのンカを急冷するとともに、熱エネルギーのンカを急冷するとともに、熱エネルギーのンカを急冷するとともに、熱エネルギーの
回収率向上も図る。回収率向上も図る。回収率向上も図る。回収率向上も図る。

42424242～～～～167kJ/kg167kJ/kg167kJ/kg167kJ/kg----clicliclicli程度低減程度低減程度低減程度低減

0.50.50.50.5～～～～1.5kWh/t1.5kWh/t1.5kWh/t1.5kWh/t----clicliclicli程度低減程度低減程度低減程度低減

竪型原料ミル竪型原料ミル竪型原料ミル竪型原料ミル
粉砕と乾燥を同時に行える竪型ミルを導入粉砕と乾燥を同時に行える竪型ミルを導入粉砕と乾燥を同時に行える竪型ミルを導入粉砕と乾燥を同時に行える竪型ミルを導入
し、効率よい粉砕を行う。また、排ガス中し、効率よい粉砕を行う。また、排ガス中し、効率よい粉砕を行う。また、排ガス中し、効率よい粉砕を行う。また、排ガス中
の熱エネルギー回収にも利用する。の熱エネルギー回収にも利用する。の熱エネルギー回収にも利用する。の熱エネルギー回収にも利用する。

原料工程の電力原単位を原料工程の電力原単位を原料工程の電力原単位を原料工程の電力原単位を

約約約約30%30%30%30%低減低減低減低減

排熱発電排熱発電排熱発電排熱発電
竪型ミル竪型ミル竪型ミル竪型ミル

高効率クーラ高効率クーラ高効率クーラ高効率クーラ

対策その1：省エネルギー設備の代表事例
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対策その２：エネルギー代替廃棄物の使用拡大
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セメント産業におけるエネルギー代替廃棄物使用量の推移
千kl（重油換算）

エネルギー代替廃棄物として利用している品目

廃プラスチック、廃タイヤ、木廃プラスチック、廃タイヤ、木廃プラスチック、廃タイヤ、木廃プラスチック、廃タイヤ、木くずくずくずくず、廃油、再生油、廃白土、ＲＰＦ、ＲＤＦ、、廃油、再生油、廃白土、ＲＰＦ、ＲＤＦ、、廃油、再生油、廃白土、ＲＰＦ、ＲＤＦ、、廃油、再生油、廃白土、ＲＰＦ、ＲＤＦ、

ＡＳＲ、乾燥ＡＳＲ、乾燥ＡＳＲ、乾燥ＡＳＲ、乾燥汚泥汚泥汚泥汚泥
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セメント製造用エネルギー原単位の低減：2013年度の実績

２０１３年度の温暖化対策に投じた設備投資：２０１３年度の温暖化対策に投じた設備投資：２０１３年度の温暖化対策に投じた設備投資：２０１３年度の温暖化対策に投じた設備投資：58585858億円億円億円億円

基準年度 目標年度

28MJ/ｔ-cem削減

約70％の進捗率

目標水準目標水準目標水準目標水準

39MJ/t-cem削減削減削減削減
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2020年度の削減目標に対する今後の見通し

廃タイヤの利用状況

（2000年）

セメント用

廃タイヤの利用状況

（2012年） セメント用

製紙用

製鉄用
ｾﾒﾝﾄ､製紙、鉄以外熱利用

原形加工利用

輸出

目標達成に向け努力していくが決して予断を許さない目標達成に向け努力していくが決して予断を許さない目標達成に向け努力していくが決して予断を許さない目標達成に向け努力していくが決して予断を許さない
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※ ※ ※ ※ 本図は実際の転がり抵抗の測定方本図は実際の転がり抵抗の測定方本図は実際の転がり抵抗の測定方本図は実際の転がり抵抗の測定方
法とは異なる。法とは異なる。法とは異なる。法とは異なる。

【【【【 転がり抵抗の差による同一距離走行時の燃料消費量転がり抵抗の差による同一距離走行時の燃料消費量転がり抵抗の差による同一距離走行時の燃料消費量転がり抵抗の差による同一距離走行時の燃料消費量 】】】】

アスファルト舗装をアスファルト舗装をアスファルト舗装をアスファルト舗装を100100100100とした場合、コンクリート舗装ではとした場合、コンクリート舗装ではとした場合、コンクリート舗装ではとした場合、コンクリート舗装では95.295.295.295.2～～～～99.299.299.299.2

【セメント協会調べ】

同じ自動車を同じ自動車を同じ自動車を同じ自動車を用い、同じ高低用い、同じ高低用い、同じ高低用い、同じ高低
差の坂道を下った場合、水平差の坂道を下った場合、水平差の坂道を下った場合、水平差の坂道を下った場合、水平
部での走行距離は、部での走行距離は、部での走行距離は、部での走行距離は、｢｢｢｢転がり転がり転がり転がり
抵抗抵抗抵抗抵抗｣｣｣｣で変化する。で変化する。で変化する。で変化する。

－－－－ 削減量試算例削減量試算例削減量試算例削減量試算例 －－－－ 積載量積載量積載量積載量をををを11t11t11t11tとし、とし、とし、とし、100km100km100km100km走行した走行した走行した走行した場合場合場合場合

軽油軽油軽油軽油の使用量：の使用量：の使用量：の使用量：55.44 55.44 55.44 55.44 LLLL COCOCOCO2222排出量排出量排出量排出量 ：：：：143.1 143.1 143.1 143.1 kgkgkgkg 【【【【コンクリート舗装ではコンクリート舗装ではコンクリート舗装ではコンクリート舗装では】】】】

（出典：平成（出典：平成（出典：平成（出典：平成18181818年年年年3333月月月月29292929日日日日 経済経済経済経済産業省告示第産業省告示第産業省告示第産業省告示第66666666号）号）号）号）⇒⇒⇒⇒ 軽油軽油軽油軽油の削減量：の削減量：の削減量：の削減量： 0.440.440.440.44～～～～ 2.66 2.66 2.66 2.66 LLLL

これらこれらこれらこれらの値をアスファルト舗装の場合との値をアスファルト舗装の場合との値をアスファルト舗装の場合との値をアスファルト舗装の場合と仮定仮定仮定仮定 COCOCOCO2222排出量の削減量：排出量の削減量：排出量の削減量：排出量の削減量：1.141.141.141.14～～～～6.87 kg6.87 kg6.87 kg6.87 kg

２.主体間連携の強化

コンクリート舗装における重量車の燃費の向上によるCO2の削減効果
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官公庁の最近の動向官公庁の最近の動向官公庁の最近の動向官公庁の最近の動向((((詳細は詳細は詳細は詳細は開発普及委員会開発普及委員会開発普及委員会開発普及委員会の報告参照の報告参照の報告参照の報告参照))))

①国土交通省①国土交通省①国土交通省①国土交通省

｢｢｢｢平成平成平成平成24242424年度道路関係予算概要年度道路関係予算概要年度道路関係予算概要年度道路関係予算概要(2014(2014(2014(2014年年年年1111月月月月))))｣｣｣｣に道路構造物の長寿命化対策として、に道路構造物の長寿命化対策として、に道路構造物の長寿命化対策として、に道路構造物の長寿命化対策として、
耐久性に優れるコンクリート舗装の積極的な活用を施策として明記された。耐久性に優れるコンクリート舗装の積極的な活用を施策として明記された。耐久性に優れるコンクリート舗装の積極的な活用を施策として明記された。耐久性に優れるコンクリート舗装の積極的な活用を施策として明記された。

②地方自治体②地方自治体②地方自治体②地方自治体

山口県では、山口県では、山口県では、山口県では、｢｢｢｢やまぐち産業戦略推進計画やまぐち産業戦略推進計画やまぐち産業戦略推進計画やまぐち産業戦略推進計画((((中間案、中間案、中間案、中間案、2013201320132013年年年年6666月月月月))))｣｣｣｣に、新たな地産地に、新たな地産地に、新たな地産地に、新たな地産地
消開拓戦略として消開拓戦略として消開拓戦略として消開拓戦略として｢｢｢｢コンクリート舗装の利活用促進コンクリート舗装の利活用促進コンクリート舗装の利活用促進コンクリート舗装の利活用促進｣｣｣｣を明記したを明記したを明記したを明記した

試算結果により、試算結果により、試算結果により、試算結果により、1111台当たりの削減量は台当たりの削減量は台当たりの削減量は台当たりの削減量は小さいものの、小さいものの、小さいものの、小さいものの、
舗装面の材質を変えることで継続的に削減が可能である。舗装面の材質を変えることで継続的に削減が可能である。舗装面の材質を変えることで継続的に削減が可能である。舗装面の材質を変えることで継続的に削減が可能である。

耐久性に優れた耐久性に優れた耐久性に優れた耐久性に優れた
コンクリート舗装の普及コンクリート舗装の普及コンクリート舗装の普及コンクリート舗装の普及

少量の少量の少量の少量のCOCOCOCO2222削減の削減の削減の削減の
積上積上積上積上げが期待できるげが期待できるげが期待できるげが期待できる

２.主体間連携の強化

コンクリート舗装における重量車の燃費の向上によるCO2の削減効果



受入量の出典：セメントハンドブック(2014年度版)

様々様々様々様々な産業や自治体から排出される廃棄物・副産物をセメント原料、代替エネルな産業や自治体から排出される廃棄物・副産物をセメント原料、代替エネルな産業や自治体から排出される廃棄物・副産物をセメント原料、代替エネルな産業や自治体から排出される廃棄物・副産物をセメント原料、代替エネル
ギーとして有効に活用ギーとして有効に活用ギーとして有効に活用ギーとして有効に活用しており、今後も持続可能社会実現に向け受け入れを推進しており、今後も持続可能社会実現に向け受け入れを推進しており、今後も持続可能社会実現に向け受け入れを推進しており、今後も持続可能社会実現に向け受け入れを推進

高炉スラグ高炉スラグ高炉スラグ高炉スラグ 8,995千千千千t製鉄所製鉄所製鉄所製鉄所

石炭灰石炭灰石炭灰石炭灰 7,333千千千千t火力発電所火力発電所火力発電所火力発電所

鋳物工場鋳物工場鋳物工場鋳物工場鋳物砂鋳物砂鋳物砂鋳物砂 461千千千千t

汚泥、スラッジ汚泥、スラッジ汚泥、スラッジ汚泥、スラッジ 3,206千千千千t下水処理場・下水処理場・下水処理場・下水処理場・

化学工場等化学工場等化学工場等化学工場等

副産石こう副産石こう副産石こう副産石こう 2,401千千千千t火力発電所等火力発電所等火力発電所等火力発電所等

建設発生土建設発生土建設発生土建設発生土 2,407千千千千t建設現場建設現場建設現場建設現場

1,405千千千千tごみ焼却場ごみ焼却場ごみ焼却場ごみ焼却場

非鉄鉱非鉄鉱非鉄鉱非鉄鉱さいさいさいさい等等等等 770千千千千t精錬所精錬所精錬所精錬所

木木木木くずくずくずくず 657千千千千t建設現場等建設現場等建設現場等建設現場等

製鉄所製鉄所製鉄所製鉄所製鋼スラグ製鋼スラグ製鋼スラグ製鋼スラグ 423千千千千t

各種工場等各種工場等各種工場等各種工場等廃プラスチック廃プラスチック廃プラスチック廃プラスチック 460千千千千t

製油所等製油所等製油所等製油所等廃油廃油廃油廃油 273千千千千t

食品工場食品工場食品工場食品工場廃白土廃白土廃白土廃白土 273千千千千t

製油所製油所製油所製油所再生油再生油再生油再生油 186千千千千t

自動車整備工場自動車整備工場自動車整備工場自動車整備工場廃タイヤ廃タイヤ廃タイヤ廃タイヤ 65千千千千t

飼料工場飼料工場飼料工場飼料工場肉骨粉肉骨粉肉骨粉肉骨粉 63千千千千t

合計

30,265千t

セメント

工場

2. 主体間連携の強化

持続可能社会実現に向けた循環型社会構築への貢献
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[[[[2013201320132013年度年度年度年度の実績の実績の実績の実績]]]]

6,2246,2246,2246,224万万万万ｔｔｔｔのセメントを作るのにのセメントを作るのにのセメントを作るのにのセメントを作るのに、、、、3,0263,0263,0263,026万万万万ｔｔｔｔの廃棄物や副産物をの廃棄物や副産物をの廃棄物や副産物をの廃棄物や副産物を使用使用使用使用

燃えが燃えが燃えが燃えがらららら、ばいじん、、ばいじん、、ばいじん、、ばいじん、

ダストダストダストダスト



廃棄物廃棄物廃棄物廃棄物の使用の使用の使用の使用 ⇒⇒⇒⇒ 最終処分場の延命化最終処分場の延命化最終処分場の延命化最終処分場の延命化

新規立地件数の推移（環境省）

埋立処分場の新規立地は埋立処分場の新規立地は埋立処分場の新規立地は埋立処分場の新規立地は
ますます難しくなっている。ますます難しくなっている。ますます難しくなっている。ますます難しくなっている。

セメント業界が廃棄物・副産セメント業界が廃棄物・副産セメント業界が廃棄物・副産セメント業界が廃棄物・副産
物を受入処理している現状で物を受入処理している現状で物を受入処理している現状で物を受入処理している現状で
の産業廃棄物の最終処分場の産業廃棄物の最終処分場の産業廃棄物の最終処分場の産業廃棄物の最終処分場
の残余年数の残余年数の残余年数の残余年数

14.9年年年年

＜環境省発表＞＜環境省発表＞＜環境省発表＞＜環境省発表＞

（（（（2012年年年年3月月月月31日現在）日現在）日現在）日現在）

仮に、セメント業界が全ての廃棄仮に、セメント業界が全ての廃棄仮に、セメント業界が全ての廃棄仮に、セメント業界が全ての廃棄
物・副産物の受入をやめた場合物・副産物の受入をやめた場合物・副産物の受入をやめた場合物・副産物の受入をやめた場合

その残余年数は・・・その残余年数は・・・その残余年数は・・・その残余年数は・・・

5.5年年年年
＜セメント協会試算値＞＜セメント協会試算値＞＜セメント協会試算値＞＜セメント協会試算値＞
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セメント製造用エネルギーの

使用状況

省エネ技術(設備)の導入状況

エネルギー代替廃棄物等の

使用状況

発信

セメント協会の

ホームページ

国際的なパート

ナーシップへの

参画

廃棄物の利用状況

[ エネルギー関連 ]

[ 廃棄物関連 ]

セメント製造用

エネルギーの削減

循環型社会の構築

３. 国際貢献の促進

日本のセメント産業に関する情報発信
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セメント協会ホームページ＜英文版＞による情報発信

セメント業界は今後も限りある資源を大切にセメント業界は今後も限りある資源を大切にセメント業界は今後も限りある資源を大切にセメント業界は今後も限りある資源を大切に
持続可能社会の実現に向け一層貢献して参ります持続可能社会の実現に向け一層貢献して参ります持続可能社会の実現に向け一層貢献して参ります持続可能社会の実現に向け一層貢献して参ります。。。。
ご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございました
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2014年10月 

重工業研究会との定例懇談会 

セメント産業の低炭素社会実行計画の概要セメント産業の低炭素社会実行計画の概要セメント産業の低炭素社会実行計画の概要セメント産業の低炭素社会実行計画の概要    

－－－－    補足資料補足資料補足資料補足資料    －－－－    

 

セメント協会 

生産・環境委員会 

    

 セメント協会は、(一社)日本経済団体連合会(以下、経団連と略す)の呼び掛けに応じ「環境

自主行動計画」を策定し、「2008～2012 年度におけるセメント製造用エネルギー原単位の平均

を 1990 年度比 3.8％低減させる」ことを目標として、セメント製造用エネルギーの削減に努め

た。その結果、「2008～2012 年度におけるセメント製造用エネルギー原単位の平均」は 1990 年

度比 4.4％低減となり目標を達成した。 

 この「環境自主行動計画」に引き続くものとして、2013 年 1 月に「低炭素社会実行計画」を

公表し、本年度は最初のフォローアップを迎えている。 

 

経団連 HP の低炭素社会実行計画 http://www.keidanren.or.jp/policy/2013/003.html 

 

【Ｐ．３－４】国内事業活動における 2020 年度の削減目標 

 計画公表当初はセメント製造エネルギー量を目標指標としていたが、低炭素社会実行計画に

おける 2030 年の削減目標の策定(http://www.keidanren.or.jp/policy/2014/065.html)、なら

びに環境自主行動計画との連続性を鑑み、目標指標をエネルギー原単位(MJ/t-セメント)に変更

した。 

策定時 変更後 

「省エネ技術(設備)の普及」および「エネルギー

代替廃棄物等の使用拡大」により、2020 年度の

セメント製造用エネルギー (*1)を 2010 年度比

で、原油換算(*2)として 5.6 万 kl 削減する。 

 なお、本削減量は 2020 年度の生産量見通しを

56,210 千 t(*3)とし、BAU を前提とする。 

 

(*1) ｢セメント製造用エネルギー｣の定義 

[セメント製造用エネルギー]＝ 

[セメント製造用熱エネルギー (※)]＋ [自家発電

用熱エネルギー(※)]＋[購入電力エネルギー] 

(※ )エネルギー代替廃棄物による熱エネルギー

は含めない 

(*2) エネルギーの原油換算 

省エネ法で決められている換算式[1PJ＝2.58 万

kl]を使用。 

(*3) 生産量の見通し 

「エネルギー・環境会議」の「エネルギー・環

境に関する選択肢」の資料“シナリオ詳細デー

タ(成長ケース、低成長ケース追加)”に記載され

ている慎重ケースの見通し量とした。 

「省エネ技術(設備)の普及」および「エネルギー

代替廃棄物等の使用拡大」により、2020 年度の

セメント製造用エネルギー原単位 (*1)(*2)を

2010 年度実績から 39MJ/t-セメント削減する。 

 なお、本削減量は 2020 年度の生産量見通しを

56,210 千 t(*3)とし、設定した。 

 

(*1) ｢セメント製造用エネルギー｣の定義 

左記「2013 年 1 月策定時の削減目標」の定義に

同じ 

(*2) 「セメント製造用エネルギー原単位」は「評

価年度の実測セメント製造用エネルギー原単

位」を、基準年度からの「セメント生産量」と

「クリンカ/セメント比」の変動に対して補正し

たものとする。 

(*3) 生産量の見通し 

左記「2013 年 1 月策定時の削減目標」に同じ 

 

資料１資料１資料１資料１----補足補足補足補足 



 

 なお、

し(56,210

標から変更

 

 5.6 万

 

 

【Ｐ．３

 目標指標の「

単位」を、基準年度からの「セメント生産量」と「クリンカ

ものとしており、これはこれらの要因がセメント製造用エネルギー原単位の変動に大きく影響するこ

とによる

 

 

【Ｐ．５

    

 

竪型

 

 ①竪型原料ミル

 ②排熱発電

 

 ③高効率クーラ：ロータリーキルン

 

 

なお、エネルギー

(56,210 千 t)より、下記の式を用い算出したものであり、エネルギー削減量は当初の削減目

標から変更はしてい

万 kｌ×387,600

３－４】目標指標の「セメント製造用エネルギー原単位」

目標指標の「セメント製造用エネルギー原単位

単位」を、基準年度からの「セメント生産量」と「クリンカ

ものとしており、これはこれらの要因がセメント製造用エネルギー原単位の変動に大きく影響するこ

る。この補正により、対策による削減量を正しく評価してい

５】省エネルギー設備の代表事例

竪型原料ミル     

①竪型原料ミル：原料の乾燥・粉砕・分級（粗粉と微粉の選別）を同時に行なう設備。

②排熱発電  ：クリンカの焼成に用いられた後の高温の

③高効率クーラ：ロータリーキルン

エネルギー原単位の削減量は、当初の目標指標のエネルギー削減量および生産量見通

より、下記の式を用い算出したものであり、エネルギー削減量は当初の削減目

していない。 

387,600（GJ/万

目標指標の「セメント製造用エネルギー原単位」

セメント製造用エネルギー原単位

単位」を、基準年度からの「セメント生産量」と「クリンカ

ものとしており、これはこれらの要因がセメント製造用エネルギー原単位の変動に大きく影響するこ

。この補正により、対策による削減量を正しく評価してい

省エネルギー設備の代表事例

     

：原料の乾燥・粉砕・分級（粗粉と微粉の選別）を同時に行なう設備。

 

：クリンカの焼成に用いられた後の高温の

③高効率クーラ：ロータリーキルン

激に冷却する

原単位の削減量は、当初の目標指標のエネルギー削減量および生産量見通

より、下記の式を用い算出したものであり、エネルギー削減量は当初の削減目

万 kｌ）÷56,210

目標指標の「セメント製造用エネルギー原単位」

セメント製造用エネルギー原単位

単位」を、基準年度からの「セメント生産量」と「クリンカ

ものとしており、これはこれらの要因がセメント製造用エネルギー原単位の変動に大きく影響するこ

。この補正により、対策による削減量を正しく評価してい

省エネルギー設備の代表事例

     排熱発電          

：原料の乾燥・粉砕・分級（粗粉と微粉の選別）を同時に行なう設備。

：クリンカの焼成に用いられた後の高温の

③高効率クーラ：ロータリーキルンにおいて

激に冷却する設備。
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原単位の削減量は、当初の目標指標のエネルギー削減量および生産量見通

より、下記の式を用い算出したものであり、エネルギー削減量は当初の削減目

56,210（千 t

目標指標の「セメント製造用エネルギー原単位」

セメント製造用エネルギー原単位」は「評価年度の実測セメント製造用エネルギー原

単位」を、基準年度からの「セメント生産量」と「クリンカ

ものとしており、これはこれらの要因がセメント製造用エネルギー原単位の変動に大きく影響するこ

。この補正により、対策による削減量を正しく評価してい

省エネルギー設備の代表事例 

          

：原料の乾燥・粉砕・分級（粗粉と微粉の選別）を同時に行なう設備。

：クリンカの焼成に用いられた後の高温の

において高温で

。 

原単位の削減量は、当初の目標指標のエネルギー削減量および生産量見通

より、下記の式を用い算出したものであり、エネルギー削減量は当初の削減目

t-cem）＝39MJ/t

目標指標の「セメント製造用エネルギー原単位」

は「評価年度の実測セメント製造用エネルギー原

単位」を、基準年度からの「セメント生産量」と「クリンカ/セメント比」の変動に対して補正した

ものとしており、これはこれらの要因がセメント製造用エネルギー原単位の変動に大きく影響するこ

。この補正により、対策による削減量を正しく評価してい

          高効率クーラ

：原料の乾燥・粉砕・分級（粗粉と微粉の選別）を同時に行なう設備。

：クリンカの焼成に用いられた後の高温の排熱を

高温で焼成された

原単位の削減量は、当初の目標指標のエネルギー削減量および生産量見通

より、下記の式を用い算出したものであり、エネルギー削減量は当初の削減目

39MJ/t-cem 

目標指標の「セメント製造用エネルギー原単位」 

は「評価年度の実測セメント製造用エネルギー原

セメント比」の変動に対して補正した

ものとしており、これはこれらの要因がセメント製造用エネルギー原単位の変動に大きく影響するこ

。この補正により、対策による削減量を正しく評価している。 

高効率クーラ

：原料の乾燥・粉砕・分級（粗粉と微粉の選別）を同時に行なう設備。

排熱を利用して

焼成されたクリンカを

原単位の削減量は、当初の目標指標のエネルギー削減量および生産量見通

より、下記の式を用い算出したものであり、エネルギー削減量は当初の削減目

 

は「評価年度の実測セメント製造用エネルギー原

セメント比」の変動に対して補正した

ものとしており、これはこれらの要因がセメント製造用エネルギー原単位の変動に大きく影響するこ

高効率クーラ 

：原料の乾燥・粉砕・分級（粗粉と微粉の選別）を同時に行なう設備。

利用して発電する

クリンカを、空気によって

原単位の削減量は、当初の目標指標のエネルギー削減量および生産量見通

より、下記の式を用い算出したものであり、エネルギー削減量は当初の削減目

は「評価年度の実測セメント製造用エネルギー原

セメント比」の変動に対して補正した

ものとしており、これはこれらの要因がセメント製造用エネルギー原単位の変動に大きく影響するこ

：原料の乾燥・粉砕・分級（粗粉と微粉の選別）を同時に行なう設備。 

発電する設備。 

によって急

原単位の削減量は、当初の目標指標のエネルギー削減量および生産量見通

より、下記の式を用い算出したものであり、エネルギー削減量は当初の削減目

は「評価年度の実測セメント製造用エネルギー原

セメント比」の変動に対して補正した

ものとしており、これはこれらの要因がセメント製造用エネルギー原単位の変動に大きく影響するこ

    

急
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【Ｐ．６】エネルギー代替廃棄物の使用拡大 

 

 主なエネルギー代替廃棄物の使用量の推移を示す。 

                           単位：千ｔ 

 2003年度 2005年度 2010年度 2013年度 

木くず   272   340   574   657 

廃プラスチック   255   302   418   460 

廃油   173   219   275   273 

廃白土    97   173   238   273 

再生油   238   228   195   186 

廃タイヤ   230   194    89    65 

RPF     5     8    15    16 

RDF    39    41    33    39 

ASR     0     0    28    58 

 

  木くず、廃プラスチックの使用量は増えてきているが、廃タイヤ、再生油は年々減少して

いる。 

    

【Ｐ．８】2020年度の削減目標に対する今後の見通し 

 

  エネルギー代替となる廃棄物の有効利用は年々増している。一方、発生(排出)量の伸びが

鈍化している廃棄物も見られる。 

 

①建設発生木材の発生量と最終処分量の推移(参考) 

              単位：万ｔ 

年度 発生量 最終処分量 

 1995     630     390 

 2000     480      80 

 2005     470      40 

 2008     410      44 

出所：建設副産物リサイクル広報推進会議 

 

②廃プラスチックの排出量、有効利用量および最終処分量の推移(参考) 

                                     単位：万ｔ 

年度 排出量 有効利用量 未利用量 

ﾏﾃﾘｱﾙﾘ

ｻｲｸﾙ 

ｹﾐｶﾙ 

ﾘｻｲｸﾙ 

ｻｰﾏﾙ 

ﾘｻｲｸﾙ 

計 単純 

焼却 

埋立 計 有効利

用率 

 2000 997 139   10   312   461   238   298   536   46% 

 2005 1,006  185    29   368   582   164    260   424     58% 

 2010 945  217   42   465   724      97   125     222   77% 

 2012 929  204   38   502   744    96    89   185   80% 

出所：（一社）プラスチック循環利用協会 

 

  なお、廃棄物の発生量や有効利用量に対して、上述の使用量を一律に比較することは、バ

ウンダリーが違う可能性があるためできない。  
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【Ｐ．９－１０】コンクリート舗装における重量車の燃費向上による CO2削減効果 

 

 「コンクリート舗装における重量車の燃費向上による CO2削減効果」については協会 HP をご

参考のこと。http://www.jcassoc.or.jp/cement/1jpn/jk4.html 
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【Ｐ．１１】廃棄物・副産物使用量の推移 

 

 セメント業界の廃棄物・副産物の使用状況の推移は以下のとおりである。 

 

                                   （単位：千ｔ） 

品目 主な用途 1990 

年度 

1995 

年度 

2000 

年度 

2005 

年度 

2010 

年度 

2011 

年度 

2012 

年度 

2013 

年度 

高炉ｽﾗｸﾞ 混合材、 

原料 

12,228 12,486 12,162 9,214 7,408 8,082 8,485 8,995 

石炭灰 原料、 

混合材 

2,021 3,103 5,145 7,185 6,631 6,703 6,870 7,333 

汚泥・ｽﾗｯｼﾞ 原料 312 905 1,906 2,526 2,627 2,673 2,987 3,206 

副産 

せっこう 

原料 

(添加材) 

2,300 2,502 2,643 2,707 2,037 2,158 2,286 2,407 

建設発生土 原料 - - - 2,097 1,934 1,946 2,011 2,401 

燃え殻 原料 478 487 734 1,189 1,307 1,394 1,505 1,405 

非鉄鉱さい 原料 1,233 1,396 1,500 1,318 682 675 724 770 

木くず 熱ｴﾈﾙｷﾞｰ - - 2 340 574 586 633 657 

鋳物砂 原料 169 399 477 601 517 526 492 461 

廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 熱ｴﾈﾙｷﾞｰ - - 102 302 418 438 432 460 

製鋼ｽﾗｸﾞ 原料 779 1,181 795 467 400 446 410 423 

廃油 熱ｴﾈﾙｷﾞｰ 141 107 120 219 275 264 273 273 

廃白土 熱ｴﾈﾙｷﾞｰ 41 94 106 173 238 246 253 273 

再生油 熱ｴﾈﾙｷﾞｰ 0 126 239 228 195 192 189 186 

廃ﾀｲﾔ 原料、 

熱ｴﾈﾙｷﾞｰ 

101 266 323 194 89 73 71 65 

肉骨粉 原料、 

熱ｴﾈﾙｷﾞｰ 

- - 0 85 68 64 65 63 

ﾎﾞﾀ 原料、 

熱ｴﾈﾙｷﾞｰ 

1,600 1,666 675 280 0 0 0 0 

その他  361 379 431 468 595 606 835 887 

合計  21,763 25,097 27,359 29,593 25,995 27,073 28,523 30,265 

 

 1990 

年度 

1995 

年度 

2000 

年度 

2005 

年度 

2010 

年度 

2011 

年度 

2012 

年度 

2013 

年度 

セメント生産高 86,849 97,496 82,373 73,931 55,902 57,426 59,310 62,241 

セメント1ｔ当たり

の使用量 (kg/t) 

251 257 332 400 465 471 481 486 

注）セメント生産高には「その他のセメント」は含まれていない。 

 

[出典] セメントハンドブック2014年度版 
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【Ｐ．１２】持続可能社会実現に向けた循環型社会構築への貢献 

 

 セメント業界の最終処分場の延命効果の試算 

 

  セメント工場が1年間に受け入ている廃棄物・副産物等を容積に換算すると、東京ドーム容

積16杯分(東京ドーム容積：1,240千m3)となる。この容積の試算値を用いると、延命効果は次

のように試算される。 

 

(A) 産業廃棄物最終処分場残余容量（2012年3月31日現在） 186,064千m3 

(B) 産業廃棄物最終処分場残余年数（2012年3月31日現在) 14.9年 

(C) 2011年度以降の産業廃棄物の年間最終処分量試算値 C=A/B 12,487千m3 

(D) ｾﾒﾝﾄ工場が1年間に受け入ている廃棄物・副産物等の容積換算試算値 20,380千m3 

(E) ｾﾒﾝﾄ工場が受入処理しなかった場合、最終処分場の残余年数試算値 

E=A/(C+D) 

5.5年 

(F) ｾﾒﾝﾄ工場が廃棄物等を受入処理することによる最終処分場の延命効

果試算値 F=B-E 

8.0年 

(備考) (A)と(B)の値は環境省の公表値 
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【Ｐ．１３－１４】日本のセメント産業に関する情報発信 

 セメント協会の英文 HP では次の情報を発信している。 

http://www.jcassoc.or.jp/cement/2eng/e_01.html 

 

・Energy consumption for cement production 

 セメント製造用熱エネルギー原単位の推移、熱エネルギーの有効利用状況等を紹介 

・Energy conservation technologies 

 代表的な省エネ設備について、個別に省エネ効果や普及率等を紹介 

・Voluntary action plan on the environment 

 環境自主行動計画によるセメント製造用エネルギー原単位の低減の成果を紹介 

・Use of wastes and by-products 

 廃棄物・副産物の使用量の推移や最終処分場の延命効果について紹介 
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